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はじめに 

日本の学習指導要領は原則 10年おきに改訂されてお

り、入試・高等教育などにまで大きな影響を与えている

と考えられる。筆者は平成 10-11 年（1998-1999年）改

訂の学習指導要領について、本来の改訂の目的（基礎基

本を確実に身に付けさせ、自ら学び自ら考える力などの

「生きる力」の育成）＊１とは異なり、大幅な選択制を

導入したため高等学校（以後高校と略）では受験等を優

先させるための偏った教育課程となり、子どもたちの教

養力が後退したことを指摘した＊２。同時期の 1999年に

改定された教職課程では、中学（中学校の略、以後中学

と略）高校教員養成における専門教科の単位数が 40単

位から 20単位へと半減し、新しく教員を目指す学生の

専門教科の力の低下を招いた＊２。1999年の中学高校教

員養成の教科軽視は、教科の科目の単位を減少させた

分、学校現場で即戦力となる、より実践的な科目を増加

させる方向に動いた。それは取りも直さず中学高校教員

が、授業以外の多くの仕事をこなさなければならなくな

った学校現場の事情から来ており、近年の教員の異常な

労働過多へと繋がる事になる。 

この教員の多忙傾向は小学校教員にも広がった。以前

より初等教育教員養成の学部学科は、入試形態からは日

本式入試分類による文系に分類されるために、理数科目

を苦手とする学生が多い傾向があり、橋本ほか(2016)は

紙面調査からこの点を指摘してきた＊３。筆者は初等教

育系学生の高校までの教育履歴を調査し、理数系の履修

経験が少ないことも明らかにし、苦手な教科を履修しな

くてもすむ教育課程に大きな問題があることを指摘して

きた。この様に、多くの初等教育系学生・教員に対する

調査で、小学校教員が理数系を苦手とし実験指導も難し

く感じていることが指摘されてきた。理科教科を学ぶに

あたって、アクティブラーニング（AL）教育を導入し

考える力を養成するためには、実験実習を中心に授業を

展開する事が避けられず、理科教育の教育課程における

大きな課題となっていた＊3,4,5,6,7,8,9。一方、橋本ほか

（2016）＊3は初等教育教員養成の学生は自らの職業に

対して極めて真摯であり、「理数科を教えることには自

信がないが、誰か支援してくれる教員がいれば教えるこ

とができる」と考えていることを明らかにした。文部科

学省は前述の小学校教員の多忙化の緩和と理数科苦手意

識への対応策として、2022年度より小学校高学年に算

数・理科の教科担任制を導入することにした。しかし、

小学校の理科専科教員となる予定の中学理科免許を持つ

教員が不足していることから、2024年度から中学理科

教員になるための教職課程のうち、実験単位を削減し履

修しやすくした＊10。 

文部科学省・科学技術振興機構は、次世代人材育成事

業として初等中等教育における理数系情報系の学びを重

視してきており、2002年よりスーパーサイエンスハイ

スクール(SSHと略)を設置している＊11,12。この SSHは

非常に良い事業ではあるが、いわば理数科研究者の養成

も視野に入れた理数科エリートのための理科教育であ

る。  

中井ほか(2016)は、コンターマップが一旦学習指導要

領から無くされたため、文学部・理学部双方の学生が地

形図を解読できなくなったのが、指導要領に復活した途

端、正答率が上がった事例を調査し報告した＊13。すな

わち学習指導要領は、単なる指針ではなく、検定教科書

1

教職課程センター紀要　第 8 号

教職課程センター紀要 第８号 xxx−xxx ページ、2023 年 12 月 

Jour. Center Teacher Develop. Edu. Res., Daito Bunka Univ., No.8 xxx−xxx, 2023  

論文 

学習指導要領の改変による学習履歴および理科教科内容の理解の変化 

     ―初等教育系学生を対象として－ 
Changes in Student Learning History and Understanding of Science Subject Content Due to 

Changes in the Courses of Study of Japan. 

中井 睦美 

Mutsumi NAKAI 
 
Key words:学習指導要領，教育履歴，理科教科，教育課程 

 

はじめに 

日本の学習指導要領は原則 10年おきに改訂されてお

り、入試・高等教育などにまで大きな影響を与えている

と考えられる。筆者は平成 10-11 年（1998-1999年）改

訂の学習指導要領について、本来の改訂の目的（基礎基

本を確実に身に付けさせ、自ら学び自ら考える力などの

「生きる力」の育成）＊１とは異なり、大幅な選択制を

導入したため高等学校（以後高校と略）では受験等を優

先させるための偏った教育課程となり、子どもたちの教

養力が後退したことを指摘した＊２。同時期の 1999年に

改定された教職課程では、中学（中学校の略、以後中学

と略）高校教員養成における専門教科の単位数が 40単

位から 20単位へと半減し、新しく教員を目指す学生の

専門教科の力の低下を招いた＊２。1999年の中学高校教

員養成の教科軽視は、教科の科目の単位を減少させた

分、学校現場で即戦力となる、より実践的な科目を増加

させる方向に動いた。それは取りも直さず中学高校教員

が、授業以外の多くの仕事をこなさなければならなくな

った学校現場の事情から来ており、近年の教員の異常な

労働過多へと繋がる事になる。 

この教員の多忙傾向は小学校教員にも広がった。以前

より初等教育教員養成の学部学科は、入試形態からは日

本式入試分類による文系に分類されるために、理数科目

を苦手とする学生が多い傾向があり、橋本ほか(2016)は

紙面調査からこの点を指摘してきた＊３。筆者は初等教

育系学生の高校までの教育履歴を調査し、理数系の履修

経験が少ないことも明らかにし、苦手な教科を履修しな

くてもすむ教育課程に大きな問題があることを指摘して

きた。この様に、多くの初等教育系学生・教員に対する

調査で、小学校教員が理数系を苦手とし実験指導も難し

く感じていることが指摘されてきた。理科教科を学ぶに

あたって、アクティブラーニング（AL）教育を導入し

考える力を養成するためには、実験実習を中心に授業を

展開する事が避けられず、理科教育の教育課程における

大きな課題となっていた＊3,4,5,6,7,8,9。一方、橋本ほか

（2016）＊3は初等教育教員養成の学生は自らの職業に

対して極めて真摯であり、「理数科を教えることには自

信がないが、誰か支援してくれる教員がいれば教えるこ

とができる」と考えていることを明らかにした。文部科

学省は前述の小学校教員の多忙化の緩和と理数科苦手意

識への対応策として、2022年度より小学校高学年に算

数・理科の教科担任制を導入することにした。しかし、

小学校の理科専科教員となる予定の中学理科免許を持つ

教員が不足していることから、2024年度から中学理科

教員になるための教職課程のうち、実験単位を削減し履

修しやすくした＊10。 

文部科学省・科学技術振興機構は、次世代人材育成事

業として初等中等教育における理数系情報系の学びを重

視してきており、2002年よりスーパーサイエンスハイ

スクール(SSHと略)を設置している＊11,12。この SSHは

非常に良い事業ではあるが、いわば理数科研究者の養成

も視野に入れた理数科エリートのための理科教育であ

る。  

中井ほか(2016)は、コンターマップが一旦学習指導要

領から無くされたため、文学部・理学部双方の学生が地

形図を解読できなくなったのが、指導要領に復活した途

端、正答率が上がった事例を調査し報告した＊13。すな

わち学習指導要領は、単なる指針ではなく、検定教科書

1

学習指導要領の改変による学習履歴および理科教科内容の理解の変化

1-8 ページ、2023 年 12 月

1-8, 2023



も改訂されるし、高校では必修科目も変化する。 

 中井ら(2000)は、1999年の教員養成課程の理科教育に

対する初等教育系学生に対する紙面調査を継続してきて

おり、それぞれの時代の学習指導要領の変遷と比較しな

がら、報告を続けてきた＊2,3,6,14,15。2009年からは、

TIMSSの代表的な問題を選択し、初等教育教員養成大

学 5（国立、公立、私立）、比較対象のため開放制理科

教員養成大学 3 (国立、私立)で、継続的に 2022年度ま

で調査を行なってきた。この間の学生のうち 2016年度

入学生が学習指導要領（高校）の改訂 1年目を経験して

きている（表１）*16。ただし、２−３年前より先行導入

されているので、１−3年前から変化が現れる傾向もあ

ると思われる。 

 

表１現在の大学生が経験している学習指導要領の変遷 

年  次 告示・導入 先行導入 高校卒業 

学習指導要領改訂 2008年   

小学校施行 2011年 2009年 2023年 

中学校施行 2012年 2009年 2018年 

高等学校施行 2013年 2010年 2016年 

文部科学省 HP、「学習指導要領の変遷」より作成＊16 

 

 本論では、10年以上にわたる紙面調査の結果から、

高校卒業生の教育履歴の経年変化を観察し、学習指導要

領の改変による高校の教育課程の変化で、高校卒業生に

どの程度の影響が現れるかを明らかにしたい。前回に教

育履歴について報告したのは 2016年であるので*3、

2008年告示の学習指導要領の結果は十分検証できなか

った。本論ではその後の追跡を行うことによって、より

明確な結果を導きたい。次の平成 29-30年(2017-2018

年)告示の学習指導要領は高校への導入は 2022年、高校

卒業生が大学に進学するのは 2025年であるので、2023

年現在の調査は早計である。 

 

調査方法 

① なぜ初等教育系学生を調査対象としているか。 

 初等教育系は開放制の教職課程ではないので、専門性

の高い教科を学んでいるわけではない。従って、理科分

野でも教養としての教科の力が問われることになる。そ

の上、理科に対する苦手意識があっても、教えなければ

ならないという強い意志が働いて、理科教科の学びを捨

てることはできないという意識が働いている。すなわち、

調査過程で全く教科の問いを無視することはない調査対

象であると判断して、初等教育系学生を選んでいる。実

際に彼らは小学校で理科を教えるので、理科教育に必要

な人材として、観察することも可能である。大学数は最

大５大学である。 

 一方で比較対象として、中学高校の理科免許が取得で

きる理工学系大学（理学部１・理工学部１・家政学部

１）でも４年間調査を行った。 

② 調査学年・有効調査件数 

 原則大学 1年生を対象としていたが、コロナ禍で 1年

生の対面が行えない状況もあり、一部大学 2年生で調査

を行っている。有効調査件数（人数）を表 2に示す。 

ただし調査にあたっては、氏名を書かないとし回答は任

意、途中終了可能としている。 

 

表２調査した学生の高校卒業年度と調査人数内訳 

教員養成系学生 年度、人数 理系学生,     
年度,人数 

2009年、11 人 2016年、73 人 2014年、8 人 

2010年、９人 2017年、239 人 2015年、19 人 

2011年、30 人 2018年、86 人 2016年、56 人 

2012年、96 人 2019年、76 人 2017年、55 人 

2013年、310 人 2020年、33 人 総数：教員養

成系 1872 人、

理工系 138 人 
2014年、485 人 2021年、93 人 

2015年、208 人 2022年、123 人 

 

③ 質問内容 

 紙面調査は２部に分かれていて、前半は高校を卒業し

た年・高校までの教育履歴・入試に使用した科目・理科

が好きか嫌いか・実験実習を行った記憶があるか・実験

実習時にどのような考察的作業を行ったか・理科を学ぶ

意義をどう考えているか・教師にはどのような資質が必

要と思うかなどを詳細に聞いている。今回使用したデー

タは、高校で履修した教科・科目と、実験・実習履歴で

ある。 

 後半の紙面調査では、理科教科に関する評価問題を解

答してもらった。この評価問題は、中学生向けの

TIMSSの理科の問題から 10題選択したものを、高校生

に対して理科基礎力の評価問題として使用した。中井ほ

か＊13はその 10題のうち一つに当たる「地形を読み取る

問題」に焦点を当てて、学生の教育履歴と照らし合わせ

た調査結果を報告したものである。内訳は、物理系７

題、化学系７題（一部、物理・化学で共通）、生物系２

題、地学系３題である。 

 紙面調査および評価問題の結果は、全て回答者に対す

る割合（％）に直し、グラフ化して傾向を観察した。作

成したグラフは、本論文末に図版としてまとめて提示し

た。 

グラフから読み取れる実情と傾向 

 図１からは、初等教育系の６−８割が自分は「文系」

だと認識している（2009年は調査人数が少なかったた

め削除して考えた）。図６の理工系学生の８割方が「理

系」と認識していることと比較すると対象的である。 

 図２からは、2008年告示の前学習指導要領による教

育課程(以降、2008年教育課程と略する)の完全実施学

年(2016年高校卒業)の 1年前に当たる 2015年(教育課

程に先行導入済み)には、2008年教育課程より前の教育

課程(以降、前 2008年教育課程と略する)の理科総合 A

および理科総合 Bの履修者はごく少数になっている。前

2008年教育課程では理科総合 A・理科総合 Bが必修で

あったが、2008年教育課程からは物理・化学・生物・

地学の自然科学の基本的４分野および「科学と人間」の

５教科から３つの選択必修となった。2015年からは多

くの学生が基本的４分野を履修している傾向が見られ

る。理科総合 Aは物理・化学分野、理科総合 Bは生

物・地学分野であるものの、実際の現場の高校理科教育

では、前者は化学を主に、後者は生物を主に教えられる

ことが多く、受験対策という意味もあり、高校では化学

生物に偏重した理科教育となっていた。それが 2015年

からは、平均的に基本的４分野が履修され、災害教育に

強い地学を履修する学生も増加した。一方で、図７にあ

るように、理工系学生は高校時代にほぼ物理・生物・化

学の３つの選択をしており、これは高校では早く進路に

よる理系科目の選択され、ほぼ必修状態であることを意

味する。 

 図３は評価問題の正答率であるが、2015−2016年から

どの科目も１−２割上昇している。2008年教育課程の導

入と対応しており、国際学力試験である TIMSSの意図

する学力が教育課程の改訂により学生たちの身について

きていることがわかる。理工系学生は、図８にあるよう

に評価問題の回答率はどの科目についても高い。 

 図４は実験実習履歴のグラフを、実験実習が年数回

（頻繁）か、年１回程度か、全くなかったかの３種類の内訳で

表している。このことから、実験実習は小中では多く取り入れ

られているが、理科教科の専門性が向上する高校では、半

数以上の生徒が経験していないと回答していることがわか

る。実験実習は高度な考察力を育むものであることから、高

校でほとんど行われていないということは、現在の高校理科

教育の課題であろう。しかし、2007年学校教育法の改正で

学力の３要素が登場し「主体的に学習に取り組む態度」とし

てアクティブラーニング授業が取り入れられると、実験実習の

重要性が見直され、20１3年度ごろから高校での実験実習も

増加傾向である。図９で確認すると、理工系の学生も半分は

高校で実験実習を行っていないことから、高度な考察を伴う

作業を高校教育で取り入れていない可能性があり、今後の

課題である。 

 図５は実験実習の内容と科目別の内訳である。高校の

４つのどの科目も実験実習の量は 2008年教育課程にな

ってから増加している。また、高校で全く実験実習を経

験していない学生も減少傾向になった。図 10の理工系

学生についてはあまり変化は見られない。これらの実験

実習についてさらに内容を確認すると、主として知識を

確認するものであるワークシートの作成が多く、レポートを作

成し自ら考察する作業は２割以下である。さらに、探究活動

後、発表まで行うものは５％以下であり、実験実習がなかった

か、実施してもやりっ放しだったかに当たる「なし」という回答

が最も多く約６割の学生の回答であった。つまり６−８割の生

徒が高校で実験実習を行わないか、考察する作業を行って

いないことがわかる。しかし、学習指導要領の改訂後全体とし

ては、「なし」の回答は減少し、科目別の実験実習も増加して

いることが読み取れる。 

 

考察 

学習指導要領は文部科学省が告示する初等教育・中等

教育の教育課程の「基準」とされているが、学校教育法

施行規則として半ば法的拘束力も持っている。検定教科

書も学習指導要領に沿って作成されており、近年その影

響力は高くなってきている。 

文部科学省は近年、学際的理数科教育、データサイエ

ンスなどを担える将来の人材育成に力を入れており*11、

理数系エリート教育である SSHなどの設置を行ってき

た。また今までの日本経済の発展の重要な一翼を担って

いた技術者（高度なものつくり人材）や、データサイエ

ンスなどの仕事を担う人材育成のためには、理数科に詳

しい高度な知識も持ち、さらに社会学的・文化的な教

養・知識を備えた人材も必要である。一方で日本では

「文系」「理系」という区分がまだ存在し、特に高等学

校ではまだこの分類が幅を聞かせている。文部科学省

が、STEAM教育や理数探究(2018年度告示の学習指導

要領)という科目の導入を行ったのも*11、こういった現

状を踏まえているからだと思われる。 

 前 2008年教育課程の時期に行った国際学力テストの

結果からそれ以降 2019年度の国際学力テスト(TIMSS)

の結果＊17まで、日本の子どもたちの理科・数学の学力
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も改訂されるし、高校では必修科目も変化する。 

 中井ら(2000)は、1999年の教員養成課程の理科教育に

対する初等教育系学生に対する紙面調査を継続してきて

おり、それぞれの時代の学習指導要領の変遷と比較しな

がら、報告を続けてきた＊2,3,6,14,15。2009年からは、

TIMSSの代表的な問題を選択し、初等教育教員養成大

学 5（国立、公立、私立）、比較対象のため開放制理科

教員養成大学 3 (国立、私立)で、継続的に 2022年度ま

で調査を行なってきた。この間の学生のうち 2016年度

入学生が学習指導要領（高校）の改訂 1年目を経験して

きている（表１）*16。ただし、２−３年前より先行導入

されているので、１−3年前から変化が現れる傾向もあ

ると思われる。 

 

表１現在の大学生が経験している学習指導要領の変遷 

年  次 告示・導入 先行導入 高校卒業 

学習指導要領改訂 2008年   

小学校施行 2011年 2009年 2023年 

中学校施行 2012年 2009年 2018年 

高等学校施行 2013年 2010年 2016年 

文部科学省 HP、「学習指導要領の変遷」より作成＊16 

 

 本論では、10年以上にわたる紙面調査の結果から、

高校卒業生の教育履歴の経年変化を観察し、学習指導要

領の改変による高校の教育課程の変化で、高校卒業生に

どの程度の影響が現れるかを明らかにしたい。前回に教

育履歴について報告したのは 2016年であるので*3、

2008年告示の学習指導要領の結果は十分検証できなか

った。本論ではその後の追跡を行うことによって、より

明確な結果を導きたい。次の平成 29-30年(2017-2018

年)告示の学習指導要領は高校への導入は 2022年、高校

卒業生が大学に進学するのは 2025年であるので、2023

年現在の調査は早計である。 

 

調査方法 

① なぜ初等教育系学生を調査対象としているか。 

 初等教育系は開放制の教職課程ではないので、専門性

の高い教科を学んでいるわけではない。従って、理科分

野でも教養としての教科の力が問われることになる。そ

の上、理科に対する苦手意識があっても、教えなければ

ならないという強い意志が働いて、理科教科の学びを捨

てることはできないという意識が働いている。すなわち、

調査過程で全く教科の問いを無視することはない調査対

象であると判断して、初等教育系学生を選んでいる。実

際に彼らは小学校で理科を教えるので、理科教育に必要

な人材として、観察することも可能である。大学数は最

大５大学である。 

 一方で比較対象として、中学高校の理科免許が取得で

きる理工学系大学（理学部１・理工学部１・家政学部

１）でも４年間調査を行った。 

② 調査学年・有効調査件数 

 原則大学 1年生を対象としていたが、コロナ禍で 1年

生の対面が行えない状況もあり、一部大学 2年生で調査

を行っている。有効調査件数（人数）を表 2に示す。 

ただし調査にあたっては、氏名を書かないとし回答は任

意、途中終了可能としている。 

 

表２調査した学生の高校卒業年度と調査人数内訳 

教員養成系学生 年度、人数 理系学生,     
年度,人数 

2009年、11 人 2016年、73 人 2014年、8 人 

2010年、９人 2017年、239 人 2015年、19 人 

2011年、30 人 2018年、86 人 2016年、56 人 

2012年、96 人 2019年、76 人 2017年、55 人 

2013年、310 人 2020年、33 人 総数：教員養

成系 1872 人、

理工系 138 人 
2014年、485 人 2021年、93 人 

2015年、208 人 2022年、123 人 

 

③ 質問内容 

 紙面調査は２部に分かれていて、前半は高校を卒業し

た年・高校までの教育履歴・入試に使用した科目・理科

が好きか嫌いか・実験実習を行った記憶があるか・実験

実習時にどのような考察的作業を行ったか・理科を学ぶ

意義をどう考えているか・教師にはどのような資質が必

要と思うかなどを詳細に聞いている。今回使用したデー

タは、高校で履修した教科・科目と、実験・実習履歴で

ある。 

 後半の紙面調査では、理科教科に関する評価問題を解

答してもらった。この評価問題は、中学生向けの

TIMSSの理科の問題から 10題選択したものを、高校生

に対して理科基礎力の評価問題として使用した。中井ほ

か＊13はその 10題のうち一つに当たる「地形を読み取る

問題」に焦点を当てて、学生の教育履歴と照らし合わせ

た調査結果を報告したものである。内訳は、物理系７

題、化学系７題（一部、物理・化学で共通）、生物系２

題、地学系３題である。 

 紙面調査および評価問題の結果は、全て回答者に対す

る割合（％）に直し、グラフ化して傾向を観察した。作

成したグラフは、本論文末に図版としてまとめて提示し

た。 

グラフから読み取れる実情と傾向 

 図１からは、初等教育系の６−８割が自分は「文系」

だと認識している（2009年は調査人数が少なかったた

め削除して考えた）。図６の理工系学生の８割方が「理

系」と認識していることと比較すると対象的である。 

 図２からは、2008年告示の前学習指導要領による教

育課程(以降、2008年教育課程と略する)の完全実施学

年(2016年高校卒業)の 1年前に当たる 2015年(教育課

程に先行導入済み)には、2008年教育課程より前の教育

課程(以降、前 2008年教育課程と略する)の理科総合 A

および理科総合 Bの履修者はごく少数になっている。前

2008年教育課程では理科総合 A・理科総合 Bが必修で

あったが、2008年教育課程からは物理・化学・生物・

地学の自然科学の基本的４分野および「科学と人間」の

５教科から３つの選択必修となった。2015年からは多

くの学生が基本的４分野を履修している傾向が見られ

る。理科総合 Aは物理・化学分野、理科総合 Bは生

物・地学分野であるものの、実際の現場の高校理科教育

では、前者は化学を主に、後者は生物を主に教えられる

ことが多く、受験対策という意味もあり、高校では化学

生物に偏重した理科教育となっていた。それが 2015年

からは、平均的に基本的４分野が履修され、災害教育に

強い地学を履修する学生も増加した。一方で、図７にあ

るように、理工系学生は高校時代にほぼ物理・生物・化

学の３つの選択をしており、これは高校では早く進路に

よる理系科目の選択され、ほぼ必修状態であることを意

味する。 

 図３は評価問題の正答率であるが、2015−2016年から

どの科目も１−２割上昇している。2008年教育課程の導

入と対応しており、国際学力試験である TIMSSの意図

する学力が教育課程の改訂により学生たちの身について

きていることがわかる。理工系学生は、図８にあるよう

に評価問題の回答率はどの科目についても高い。 

 図４は実験実習履歴のグラフを、実験実習が年数回

（頻繁）か、年１回程度か、全くなかったかの３種類の内訳で

表している。このことから、実験実習は小中では多く取り入れ

られているが、理科教科の専門性が向上する高校では、半

数以上の生徒が経験していないと回答していることがわか

る。実験実習は高度な考察力を育むものであることから、高

校でほとんど行われていないということは、現在の高校理科

教育の課題であろう。しかし、2007年学校教育法の改正で

学力の３要素が登場し「主体的に学習に取り組む態度」とし

てアクティブラーニング授業が取り入れられると、実験実習の

重要性が見直され、20１3年度ごろから高校での実験実習も

増加傾向である。図９で確認すると、理工系の学生も半分は

高校で実験実習を行っていないことから、高度な考察を伴う

作業を高校教育で取り入れていない可能性があり、今後の

課題である。 

 図５は実験実習の内容と科目別の内訳である。高校の

４つのどの科目も実験実習の量は 2008年教育課程にな

ってから増加している。また、高校で全く実験実習を経

験していない学生も減少傾向になった。図 10の理工系

学生についてはあまり変化は見られない。これらの実験

実習についてさらに内容を確認すると、主として知識を

確認するものであるワークシートの作成が多く、レポートを作

成し自ら考察する作業は２割以下である。さらに、探究活動

後、発表まで行うものは５％以下であり、実験実習がなかった

か、実施してもやりっ放しだったかに当たる「なし」という回答

が最も多く約６割の学生の回答であった。つまり６−８割の生

徒が高校で実験実習を行わないか、考察する作業を行って

いないことがわかる。しかし、学習指導要領の改訂後全体とし

ては、「なし」の回答は減少し、科目別の実験実習も増加して

いることが読み取れる。 

 

考察 

学習指導要領は文部科学省が告示する初等教育・中等

教育の教育課程の「基準」とされているが、学校教育法

施行規則として半ば法的拘束力も持っている。検定教科

書も学習指導要領に沿って作成されており、近年その影

響力は高くなってきている。 

文部科学省は近年、学際的理数科教育、データサイエ

ンスなどを担える将来の人材育成に力を入れており*11、

理数系エリート教育である SSHなどの設置を行ってき

た。また今までの日本経済の発展の重要な一翼を担って

いた技術者（高度なものつくり人材）や、データサイエ

ンスなどの仕事を担う人材育成のためには、理数科に詳

しい高度な知識も持ち、さらに社会学的・文化的な教

養・知識を備えた人材も必要である。一方で日本では

「文系」「理系」という区分がまだ存在し、特に高等学

校ではまだこの分類が幅を聞かせている。文部科学省

が、STEAM教育や理数探究(2018年度告示の学習指導

要領)という科目の導入を行ったのも*11、こういった現

状を踏まえているからだと思われる。 

 前 2008年教育課程の時期に行った国際学力テストの

結果からそれ以降 2019年度の国際学力テスト(TIMSS)

の結果＊17まで、日本の子どもたちの理科・数学の学力
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も改訂されるし、高校では必修科目も変化する。 

 中井ら(2000)は、1999年の教員養成課程の理科教育に

対する初等教育系学生に対する紙面調査を継続してきて

おり、それぞれの時代の学習指導要領の変遷と比較しな

がら、報告を続けてきた＊2,3,6,14,15。2009年からは、

TIMSSの代表的な問題を選択し、初等教育教員養成大

学 5（国立、公立、私立）、比較対象のため開放制理科

教員養成大学 3 (国立、私立)で、継続的に 2022年度ま

で調査を行なってきた。この間の学生のうち 2016年度

入学生が学習指導要領（高校）の改訂 1年目を経験して

きている（表１）*16。ただし、２−３年前より先行導入

されているので、１−3年前から変化が現れる傾向もあ

ると思われる。 

 

表１現在の大学生が経験している学習指導要領の変遷 

年  次 告示・導入 先行導入 高校卒業 

学習指導要領改訂 2008年   

小学校施行 2011年 2009年 2023年 

中学校施行 2012年 2009年 2018年 

高等学校施行 2013年 2010年 2016年 

文部科学省 HP、「学習指導要領の変遷」より作成＊16 

 

 本論では、10年以上にわたる紙面調査の結果から、

高校卒業生の教育履歴の経年変化を観察し、学習指導要

領の改変による高校の教育課程の変化で、高校卒業生に

どの程度の影響が現れるかを明らかにしたい。前回に教

育履歴について報告したのは 2016年であるので*3、

2008年告示の学習指導要領の結果は十分検証できなか

った。本論ではその後の追跡を行うことによって、より

明確な結果を導きたい。次の平成 29-30年(2017-2018

年)告示の学習指導要領は高校への導入は 2022年、高校

卒業生が大学に進学するのは 2025年であるので、2023

年現在の調査は早計である。 

 

調査方法 

① なぜ初等教育系学生を調査対象としているか。 

 初等教育系は開放制の教職課程ではないので、専門性

の高い教科を学んでいるわけではない。従って、理科分

野でも教養としての教科の力が問われることになる。そ

の上、理科に対する苦手意識があっても、教えなければ

ならないという強い意志が働いて、理科教科の学びを捨

てることはできないという意識が働いている。すなわち、

調査過程で全く教科の問いを無視することはない調査対

象であると判断して、初等教育系学生を選んでいる。実

際に彼らは小学校で理科を教えるので、理科教育に必要

な人材として、観察することも可能である。大学数は最

大５大学である。 

 一方で比較対象として、中学高校の理科免許が取得で

きる理工学系大学（理学部１・理工学部１・家政学部

１）でも４年間調査を行った。 

② 調査学年・有効調査件数 

 原則大学 1年生を対象としていたが、コロナ禍で 1年

生の対面が行えない状況もあり、一部大学 2年生で調査

を行っている。有効調査件数（人数）を表 2に示す。 

ただし調査にあたっては、氏名を書かないとし回答は任

意、途中終了可能としている。 

 

表２調査した学生の高校卒業年度と調査人数内訳 

教員養成系学生 年度、人数 理系学生,     
年度,人数 

2009年、11 人 2016年、73 人 2014年、8 人 

2010年、９人 2017年、239 人 2015年、19 人 

2011年、30 人 2018年、86 人 2016年、56 人 

2012年、96 人 2019年、76 人 2017年、55 人 

2013年、310 人 2020年、33 人 総数：教員養

成系 1872 人、

理工系 138 人 
2014年、485 人 2021年、93 人 

2015年、208 人 2022年、123 人 

 

③ 質問内容 

 紙面調査は２部に分かれていて、前半は高校を卒業し

た年・高校までの教育履歴・入試に使用した科目・理科

が好きか嫌いか・実験実習を行った記憶があるか・実験

実習時にどのような考察的作業を行ったか・理科を学ぶ

意義をどう考えているか・教師にはどのような資質が必

要と思うかなどを詳細に聞いている。今回使用したデー

タは、高校で履修した教科・科目と、実験・実習履歴で

ある。 

 後半の紙面調査では、理科教科に関する評価問題を解

答してもらった。この評価問題は、中学生向けの

TIMSSの理科の問題から 10題選択したものを、高校生

に対して理科基礎力の評価問題として使用した。中井ほ

か＊13はその 10題のうち一つに当たる「地形を読み取る

問題」に焦点を当てて、学生の教育履歴と照らし合わせ

た調査結果を報告したものである。内訳は、物理系７

題、化学系７題（一部、物理・化学で共通）、生物系２

題、地学系３題である。 

 紙面調査および評価問題の結果は、全て回答者に対す

る割合（％）に直し、グラフ化して傾向を観察した。作

成したグラフは、本論文末に図版としてまとめて提示し

た。 

グラフから読み取れる実情と傾向 

 図１からは、初等教育系の６−８割が自分は「文系」

だと認識している（2009年は調査人数が少なかったた

め削除して考えた）。図６の理工系学生の８割方が「理

系」と認識していることと比較すると対象的である。 

 図２からは、2008年告示の前学習指導要領による教

育課程(以降、2008年教育課程と略する)の完全実施学

年(2016年高校卒業)の 1年前に当たる 2015年(教育課

程に先行導入済み)には、2008年教育課程より前の教育

課程(以降、前 2008年教育課程と略する)の理科総合 A

および理科総合 Bの履修者はごく少数になっている。前

2008年教育課程では理科総合 A・理科総合 Bが必修で

あったが、2008年教育課程からは物理・化学・生物・

地学の自然科学の基本的４分野および「科学と人間」の

５教科から３つの選択必修となった。2015年からは多

くの学生が基本的４分野を履修している傾向が見られ

る。理科総合 Aは物理・化学分野、理科総合 Bは生

物・地学分野であるものの、実際の現場の高校理科教育

では、前者は化学を主に、後者は生物を主に教えられる

ことが多く、受験対策という意味もあり、高校では化学

生物に偏重した理科教育となっていた。それが 2015年

からは、平均的に基本的４分野が履修され、災害教育に

強い地学を履修する学生も増加した。一方で、図７にあ

るように、理工系学生は高校時代にほぼ物理・生物・化

学の３つの選択をしており、これは高校では早く進路に

よる理系科目の選択され、ほぼ必修状態であることを意

味する。 

 図３は評価問題の正答率であるが、2015−2016年から

どの科目も１−２割上昇している。2008年教育課程の導

入と対応しており、国際学力試験である TIMSSの意図

する学力が教育課程の改訂により学生たちの身について

きていることがわかる。理工系学生は、図８にあるよう

に評価問題の回答率はどの科目についても高い。 

 図４は実験実習履歴のグラフを、実験実習が年数回

（頻繁）か、年１回程度か、全くなかったかの３種類の内訳で

表している。このことから、実験実習は小中では多く取り入れ

られているが、理科教科の専門性が向上する高校では、半

数以上の生徒が経験していないと回答していることがわか

る。実験実習は高度な考察力を育むものであることから、高

校でほとんど行われていないということは、現在の高校理科

教育の課題であろう。しかし、2007年学校教育法の改正で

学力の３要素が登場し「主体的に学習に取り組む態度」とし

てアクティブラーニング授業が取り入れられると、実験実習の

重要性が見直され、20１3年度ごろから高校での実験実習も

増加傾向である。図９で確認すると、理工系の学生も半分は

高校で実験実習を行っていないことから、高度な考察を伴う

作業を高校教育で取り入れていない可能性があり、今後の

課題である。 

 図５は実験実習の内容と科目別の内訳である。高校の

４つのどの科目も実験実習の量は 2008年教育課程にな

ってから増加している。また、高校で全く実験実習を経

験していない学生も減少傾向になった。図 10の理工系

学生についてはあまり変化は見られない。これらの実験

実習についてさらに内容を確認すると、主として知識を

確認するものであるワークシートの作成が多く、レポートを作

成し自ら考察する作業は２割以下である。さらに、探究活動

後、発表まで行うものは５％以下であり、実験実習がなかった

か、実施してもやりっ放しだったかに当たる「なし」という回答

が最も多く約６割の学生の回答であった。つまり６−８割の生

徒が高校で実験実習を行わないか、考察する作業を行って

いないことがわかる。しかし、学習指導要領の改訂後全体とし

ては、「なし」の回答は減少し、科目別の実験実習も増加して

いることが読み取れる。 

 

考察 

学習指導要領は文部科学省が告示する初等教育・中等

教育の教育課程の「基準」とされているが、学校教育法

施行規則として半ば法的拘束力も持っている。検定教科

書も学習指導要領に沿って作成されており、近年その影

響力は高くなってきている。 

文部科学省は近年、学際的理数科教育、データサイエ

ンスなどを担える将来の人材育成に力を入れており*11、

理数系エリート教育である SSHなどの設置を行ってき

た。また今までの日本経済の発展の重要な一翼を担って

いた技術者（高度なものつくり人材）や、データサイエ

ンスなどの仕事を担う人材育成のためには、理数科に詳

しい高度な知識も持ち、さらに社会学的・文化的な教

養・知識を備えた人材も必要である。一方で日本では

「文系」「理系」という区分がまだ存在し、特に高等学

校ではまだこの分類が幅を聞かせている。文部科学省

が、STEAM教育や理数探究(2018年度告示の学習指導

要領)という科目の導入を行ったのも*11、こういった現

状を踏まえているからだと思われる。 

 前 2008年教育課程の時期に行った国際学力テストの

結果からそれ以降 2019年度の国際学力テスト(TIMSS)

の結果＊17まで、日本の子どもたちの理科・数学の学力
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も改訂されるし、高校では必修科目も変化する。 

 中井ら(2000)は、1999年の教員養成課程の理科教育に

対する初等教育系学生に対する紙面調査を継続してきて

おり、それぞれの時代の学習指導要領の変遷と比較しな

がら、報告を続けてきた＊2,3,6,14,15。2009年からは、

TIMSSの代表的な問題を選択し、初等教育教員養成大

学 5（国立、公立、私立）、比較対象のため開放制理科

教員養成大学 3 (国立、私立)で、継続的に 2022年度ま

で調査を行なってきた。この間の学生のうち 2016年度

入学生が学習指導要領（高校）の改訂 1年目を経験して

きている（表１）*16。ただし、２−３年前より先行導入

されているので、１−3年前から変化が現れる傾向もあ

ると思われる。 

 

表１現在の大学生が経験している学習指導要領の変遷 

年  次 告示・導入 先行導入 高校卒業 

学習指導要領改訂 2008年   

小学校施行 2011年 2009年 2023年 

中学校施行 2012年 2009年 2018年 

高等学校施行 2013年 2010年 2016年 

文部科学省 HP、「学習指導要領の変遷」より作成＊16 

 

 本論では、10年以上にわたる紙面調査の結果から、

高校卒業生の教育履歴の経年変化を観察し、学習指導要

領の改変による高校の教育課程の変化で、高校卒業生に

どの程度の影響が現れるかを明らかにしたい。前回に教

育履歴について報告したのは 2016年であるので*3、

2008年告示の学習指導要領の結果は十分検証できなか

った。本論ではその後の追跡を行うことによって、より

明確な結果を導きたい。次の平成 29-30年(2017-2018

年)告示の学習指導要領は高校への導入は 2022年、高校

卒業生が大学に進学するのは 2025年であるので、2023

年現在の調査は早計である。 

 

調査方法 

① なぜ初等教育系学生を調査対象としているか。 

 初等教育系は開放制の教職課程ではないので、専門性

の高い教科を学んでいるわけではない。従って、理科分

野でも教養としての教科の力が問われることになる。そ

の上、理科に対する苦手意識があっても、教えなければ

ならないという強い意志が働いて、理科教科の学びを捨

てることはできないという意識が働いている。すなわち、

調査過程で全く教科の問いを無視することはない調査対

象であると判断して、初等教育系学生を選んでいる。実

際に彼らは小学校で理科を教えるので、理科教育に必要

な人材として、観察することも可能である。大学数は最

大５大学である。 

 一方で比較対象として、中学高校の理科免許が取得で

きる理工学系大学（理学部１・理工学部１・家政学部

１）でも４年間調査を行った。 

② 調査学年・有効調査件数 

 原則大学 1年生を対象としていたが、コロナ禍で 1年

生の対面が行えない状況もあり、一部大学 2年生で調査

を行っている。有効調査件数（人数）を表 2に示す。 

ただし調査にあたっては、氏名を書かないとし回答は任

意、途中終了可能としている。 

 

表２調査した学生の高校卒業年度と調査人数内訳 

教員養成系学生 年度、人数 理系学生,     
年度,人数 

2009年、11 人 2016年、73 人 2014年、8 人 

2010年、９人 2017年、239 人 2015年、19 人 

2011年、30 人 2018年、86 人 2016年、56 人 

2012年、96 人 2019年、76 人 2017年、55 人 

2013年、310 人 2020年、33 人 総数：教員養

成系 1872 人、

理工系 138 人 
2014年、485 人 2021年、93 人 

2015年、208 人 2022年、123 人 

 

③ 質問内容 

 紙面調査は２部に分かれていて、前半は高校を卒業し

た年・高校までの教育履歴・入試に使用した科目・理科

が好きか嫌いか・実験実習を行った記憶があるか・実験

実習時にどのような考察的作業を行ったか・理科を学ぶ

意義をどう考えているか・教師にはどのような資質が必

要と思うかなどを詳細に聞いている。今回使用したデー

タは、高校で履修した教科・科目と、実験・実習履歴で

ある。 

 後半の紙面調査では、理科教科に関する評価問題を解

答してもらった。この評価問題は、中学生向けの

TIMSSの理科の問題から 10題選択したものを、高校生

に対して理科基礎力の評価問題として使用した。中井ほ

か＊13はその 10題のうち一つに当たる「地形を読み取る

問題」に焦点を当てて、学生の教育履歴と照らし合わせ

た調査結果を報告したものである。内訳は、物理系７

題、化学系７題（一部、物理・化学で共通）、生物系２

題、地学系３題である。 

 紙面調査および評価問題の結果は、全て回答者に対す

る割合（％）に直し、グラフ化して傾向を観察した。作

成したグラフは、本論文末に図版としてまとめて提示し

た。 

グラフから読み取れる実情と傾向 

 図１からは、初等教育系の６−８割が自分は「文系」

だと認識している（2009年は調査人数が少なかったた

め削除して考えた）。図６の理工系学生の８割方が「理

系」と認識していることと比較すると対象的である。 

 図２からは、2008年告示の前学習指導要領による教

育課程(以降、2008年教育課程と略する)の完全実施学

年(2016年高校卒業)の 1年前に当たる 2015年(教育課

程に先行導入済み)には、2008年教育課程より前の教育

課程(以降、前 2008年教育課程と略する)の理科総合 A

および理科総合 Bの履修者はごく少数になっている。前

2008年教育課程では理科総合 A・理科総合 Bが必修で

あったが、2008年教育課程からは物理・化学・生物・

地学の自然科学の基本的４分野および「科学と人間」の

５教科から３つの選択必修となった。2015年からは多

くの学生が基本的４分野を履修している傾向が見られ

る。理科総合 Aは物理・化学分野、理科総合 Bは生

物・地学分野であるものの、実際の現場の高校理科教育

では、前者は化学を主に、後者は生物を主に教えられる

ことが多く、受験対策という意味もあり、高校では化学

生物に偏重した理科教育となっていた。それが 2015年

からは、平均的に基本的４分野が履修され、災害教育に

強い地学を履修する学生も増加した。一方で、図７にあ

るように、理工系学生は高校時代にほぼ物理・生物・化

学の３つの選択をしており、これは高校では早く進路に

よる理系科目の選択され、ほぼ必修状態であることを意

味する。 

 図３は評価問題の正答率であるが、2015−2016年から

どの科目も１−２割上昇している。2008年教育課程の導

入と対応しており、国際学力試験である TIMSSの意図

する学力が教育課程の改訂により学生たちの身について

きていることがわかる。理工系学生は、図８にあるよう

に評価問題の回答率はどの科目についても高い。 

 図４は実験実習履歴のグラフを、実験実習が年数回

（頻繁）か、年１回程度か、全くなかったかの３種類の内訳で

表している。このことから、実験実習は小中では多く取り入れ

られているが、理科教科の専門性が向上する高校では、半

数以上の生徒が経験していないと回答していることがわか

る。実験実習は高度な考察力を育むものであることから、高

校でほとんど行われていないということは、現在の高校理科

教育の課題であろう。しかし、2007年学校教育法の改正で

学力の３要素が登場し「主体的に学習に取り組む態度」とし

てアクティブラーニング授業が取り入れられると、実験実習の

重要性が見直され、20１3年度ごろから高校での実験実習も

増加傾向である。図９で確認すると、理工系の学生も半分は

高校で実験実習を行っていないことから、高度な考察を伴う

作業を高校教育で取り入れていない可能性があり、今後の

課題である。 

 図５は実験実習の内容と科目別の内訳である。高校の

４つのどの科目も実験実習の量は 2008年教育課程にな

ってから増加している。また、高校で全く実験実習を経

験していない学生も減少傾向になった。図 10の理工系

学生についてはあまり変化は見られない。これらの実験

実習についてさらに内容を確認すると、主として知識を

確認するものであるワークシートの作成が多く、レポートを作

成し自ら考察する作業は２割以下である。さらに、探究活動

後、発表まで行うものは５％以下であり、実験実習がなかった

か、実施してもやりっ放しだったかに当たる「なし」という回答

が最も多く約６割の学生の回答であった。つまり６−８割の生

徒が高校で実験実習を行わないか、考察する作業を行って

いないことがわかる。しかし、学習指導要領の改訂後全体とし

ては、「なし」の回答は減少し、科目別の実験実習も増加して

いることが読み取れる。 

 

考察 

学習指導要領は文部科学省が告示する初等教育・中等

教育の教育課程の「基準」とされているが、学校教育法

施行規則として半ば法的拘束力も持っている。検定教科

書も学習指導要領に沿って作成されており、近年その影

響力は高くなってきている。 

文部科学省は近年、学際的理数科教育、データサイエ

ンスなどを担える将来の人材育成に力を入れており*11、

理数系エリート教育である SSHなどの設置を行ってき

た。また今までの日本経済の発展の重要な一翼を担って

いた技術者（高度なものつくり人材）や、データサイエ

ンスなどの仕事を担う人材育成のためには、理数科に詳

しい高度な知識も持ち、さらに社会学的・文化的な教

養・知識を備えた人材も必要である。一方で日本では

「文系」「理系」という区分がまだ存在し、特に高等学

校ではまだこの分類が幅を聞かせている。文部科学省

が、STEAM教育や理数探究(2018年度告示の学習指導

要領)という科目の導入を行ったのも*11、こういった現

状を踏まえているからだと思われる。 

 前 2008年教育課程の時期に行った国際学力テストの

結果からそれ以降 2019年度の国際学力テスト(TIMSS)

の結果＊17まで、日本の子どもたちの理科・数学の学力
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は国際的標準からいえば、上から数位以内と高いレベル

を維持している。しかし、小学校では「理科が楽しい」

「理科が得意だ」と回答する子どもたちが国際平均を上

回っているが、中学になると国際平均を下回る。また中

学では「理科を勉強すると、日常生活に役立つ」「理科

を使うことが含まれる職業につきたい」という問いにつ

いてのそう思うという回答も、国際平均を下回る。これ

は、実験の量の多さが小学校で最も多く、中学になると

減少することが関わっているのではないか。要するに実

験をしないことにより現実感が無くなっていく事に関係

するようにも思われる。また、伝統的に日本社会では

「ものつくり技術者」の地位が低く報酬も低い。そのた

め、「理科を使うことが含まれる職業につきたい」と希

望する生徒が少ないのではないか。また、いわゆる理系

は、学生時代から時間的拘束が高く上下関係も厳しいと

言われている。一方でいわゆる文系は、時間的拘束が少

なくアルバイトをする時間やサークル活動をする時間が

十分確保できる。この差は、日本の大学の教育や研究の

あり方に起因しており、単に高校の理科教育を改善する

だけでは解決できない。 

今回の調査の結果を図１から図１０までを通して観察する

と、先行導入を含め 2008年教育課程で高校時代の３年間を

学んできた学生から現在にかけて、明らかに理科教科に関

する学力などに変化が起こっている。これらは、学習指導要

領の改訂の影響に他ならない。 

第１に高校時代に、理系の教養的な物理・化学・生物・地

学を満遍なく学べるようになってきている。前 2008年教育課

程の理科総合 A、Bはより学際的な理科を目指して導入され

たのであるが、実際には化学・生物に偏重した科目となり、か

つ、基礎的な内容の定着がほとんどなされなかった。この物

理・化学・生物・地学は全く内容が異なる分野であり、例えば

高校では３科目以上指導できる教員は稀である。特に実験

実習では自分の専門外の科目を指導するのは難しい。2008

年教育課程から高校では５科目中３科目の必修選択となり、

物理・化学・生物・地学のうち３科目は基礎的な内容を必ず

学べるようになった。それまでの中等教育での理科の学びの

偏重は、高等教育側から相当の批判があった事に対する改

訂だと思われる。筆者はこの改訂は、高く評価している。この

改訂に対応するように、TIMSSで求められている理科評価

問題の正答率が上がっている事も評価できる。 

第２は 2013年からの高校への 2008年教育課程導入後、

高校における実験実習経験が増加傾向にある事である。前

述のように理科教科では実験実習とそれに伴う考察が極め

て重要である。また生活に根ざした理科教育を行うためにも

実験実習は重要である。文部科学省(2020)*17は

TIMSS2019 を踏まえた施策として、「自然の事物・現象に進

んで関わり、見通しを持って観察、実験などを行い、その

結果を分析して解釈するなどの探究する学習を充実」

（理数探究の導入）「日常生活や社会との関連を重視」

ということを挙げており、これらは 2018年告示の高校

の学習指導要領に盛り込まれている*18。同時に、小学

校高学年の理数科に教科担任制の導入という事も施策と

して挙げている*17。このように理科で「主体的・対話

的で深い学び」を実現するためには、実験実習探究が欠

かせないのであるが、本調査では高校では実験実習がま

だ少なく、実施していても考察作業を伴っていないとい

う結果が出ている。この点は現場の理科教育の今後の課

題である。 

加えて、小学校高学年の理数科に教科担任制の導入を

実施したものの、教科担任を担当するべき中学校理科教

員の数が足りないのが現状である。そのため文部科学省

は 2024年度から教員養成課程を変更し中学理科免許に

必要な実験の種類と単位を減らし免許を取得しやすくし

た＊10。しかし 2021年度に新学習指導要領が中学で全面

施行された後、理科実験による事故が多発している。こ

の背景には、前述のように、理科４分野（物理・化学・

生物・地学）の専門の壁は厚く、物理・化学・生物・地学は

全く内容が異なる分野である事がある。特に実験実習指導に

はそれぞれの分野の高い専門性を要求される。自分の専門

でない分野の実験を安全に指導するのは中学理科教員にと

って苦難と言わざるを得ない。その上、40名近い生徒に実験

をさせるには、一人の指導では難しく補助人材が必要なこと

などが挙げられる。このことが高校でも考察を伴う高度な実験

実習が行われなくなっている一つの原因である。筆者は、中

学校理科教員養成の大学での実験経験が減少すれば、中

学現場での事故の多発に拍車がかかり、多くの教員が実験

を回避するようになるのではないかと危惧する。 

以上のことを考慮して、筆者は次のような提案をしたい。第

一に安全配慮が必要な高度な実験は中学から高校へと移行
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理数科教科は、SSHの様なエリート教育に多大な予算を

配分したり、経済界の要求や理系進学のための学力として教

科内容が左右されたりしがちである。しかし、自然災害の増

加やエセ科学による詐欺被害などが増加している昨今、す

べての市民のための命と生活を守る基礎的な理科教育を、

土台作りとして心がけるべきである。 
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は国際的標準からいえば、上から数位以内と高いレベル

を維持している。しかし、小学校では「理科が楽しい」

「理科が得意だ」と回答する子どもたちが国際平均を上

回っているが、中学になると国際平均を下回る。また中

学では「理科を勉強すると、日常生活に役立つ」「理科

を使うことが含まれる職業につきたい」という問いにつ

いてのそう思うという回答も、国際平均を下回る。これ

は、実験の量の多さが小学校で最も多く、中学になると

減少することが関わっているのではないか。要するに実

験をしないことにより現実感が無くなっていく事に関係

するようにも思われる。また、伝統的に日本社会では

「ものつくり技術者」の地位が低く報酬も低い。そのた

め、「理科を使うことが含まれる職業につきたい」と希

望する生徒が少ないのではないか。また、いわゆる理系

は、学生時代から時間的拘束が高く上下関係も厳しいと

言われている。一方でいわゆる文系は、時間的拘束が少

なくアルバイトをする時間やサークル活動をする時間が

十分確保できる。この差は、日本の大学の教育や研究の

あり方に起因しており、単に高校の理科教育を改善する

だけでは解決できない。 

今回の調査の結果を図１から図１０までを通して観察する

と、先行導入を含め 2008年教育課程で高校時代の３年間を

学んできた学生から現在にかけて、明らかに理科教科に関

する学力などに変化が起こっている。これらは、学習指導要

領の改訂の影響に他ならない。 
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は、実験の量の多さが小学校で最も多く、中学になると

減少することが関わっているのではないか。要するに実

験をしないことにより現実感が無くなっていく事に関係

するようにも思われる。また、伝統的に日本社会では

「ものつくり技術者」の地位が低く報酬も低い。そのた

め、「理科を使うことが含まれる職業につきたい」と希

望する生徒が少ないのではないか。また、いわゆる理系

は、学生時代から時間的拘束が高く上下関係も厳しいと

言われている。一方でいわゆる文系は、時間的拘束が少

なくアルバイトをする時間やサークル活動をする時間が

十分確保できる。この差は、日本の大学の教育や研究の

あり方に起因しており、単に高校の理科教育を改善する

だけでは解決できない。 

今回の調査の結果を図１から図１０までを通して観察する

と、先行導入を含め 2008年教育課程で高校時代の３年間を

学んできた学生から現在にかけて、明らかに理科教科に関

する学力などに変化が起こっている。これらは、学習指導要

領の改訂の影響に他ならない。 

第１に高校時代に、理系の教養的な物理・化学・生物・地

学を満遍なく学べるようになってきている。前 2008年教育課

程の理科総合 A、Bはより学際的な理科を目指して導入され

たのであるが、実際には化学・生物に偏重した科目となり、か

つ、基礎的な内容の定着がほとんどなされなかった。この物

理・化学・生物・地学は全く内容が異なる分野であり、例えば

高校では３科目以上指導できる教員は稀である。特に実験

実習では自分の専門外の科目を指導するのは難しい。2008

年教育課程から高校では５科目中３科目の必修選択となり、

物理・化学・生物・地学のうち３科目は基礎的な内容を必ず

学べるようになった。それまでの中等教育での理科の学びの

偏重は、高等教育側から相当の批判があった事に対する改

訂だと思われる。筆者はこの改訂は、高く評価している。この

改訂に対応するように、TIMSSで求められている理科評価

問題の正答率が上がっている事も評価できる。 

第２は 2013年からの高校への 2008年教育課程導入後、

高校における実験実習経験が増加傾向にある事である。前

述のように理科教科では実験実習とそれに伴う考察が極め

て重要である。また生活に根ざした理科教育を行うためにも

実験実習は重要である。文部科学省(2020)*17は

TIMSS2019 を踏まえた施策として、「自然の事物・現象に進

んで関わり、見通しを持って観察、実験などを行い、その

結果を分析して解釈するなどの探究する学習を充実」

（理数探究の導入）「日常生活や社会との関連を重視」

ということを挙げており、これらは 2018年告示の高校

の学習指導要領に盛り込まれている*18。同時に、小学

校高学年の理数科に教科担任制の導入という事も施策と

して挙げている*17。このように理科で「主体的・対話

的で深い学び」を実現するためには、実験実習探究が欠

かせないのであるが、本調査では高校では実験実習がま

だ少なく、実施していても考察作業を伴っていないとい

う結果が出ている。この点は現場の理科教育の今後の課

題である。 

加えて、小学校高学年の理数科に教科担任制の導入を

実施したものの、教科担任を担当するべき中学校理科教

員の数が足りないのが現状である。そのため文部科学省

は 2024年度から教員養成課程を変更し中学理科免許に

必要な実験の種類と単位を減らし免許を取得しやすくし

た＊10。しかし 2021年度に新学習指導要領が中学で全面

施行された後、理科実験による事故が多発している。こ

の背景には、前述のように、理科４分野（物理・化学・

生物・地学）の専門の壁は厚く、物理・化学・生物・地学は

全く内容が異なる分野である事がある。特に実験実習指導に

はそれぞれの分野の高い専門性を要求される。自分の専門

でない分野の実験を安全に指導するのは中学理科教員にと

って苦難と言わざるを得ない。その上、40名近い生徒に実験

をさせるには、一人の指導では難しく補助人材が必要なこと

などが挙げられる。このことが高校でも考察を伴う高度な実験

実習が行われなくなっている一つの原因である。筆者は、中

学校理科教員養成の大学での実験経験が減少すれば、中

学現場での事故の多発に拍車がかかり、多くの教員が実験

を回避するようになるのではないかと危惧する。 

以上のことを考慮して、筆者は次のような提案をしたい。第

一に安全配慮が必要な高度な実験は中学から高校へと移行

し分野の専門性の高い教員の指導に委ねる。つまり高校の

実験量を増加させ探究活動も増加させる事になる。第二に、

一部の中高一貫校で導入されているように、中学でも４分野

ごとの専門教員による指導を認める。第三に中学高校に専

門性の高い理科支援員を配置する事である。 

理数科教科は、SSHの様なエリート教育に多大な予算を

配分したり、経済界の要求や理系進学のための学力として教

科内容が左右されたりしがちである。しかし、自然災害の増

加やエセ科学による詐欺被害などが増加している昨今、す

べての市民のための命と生活を守る基礎的な理科教育を、

土台作りとして心がけるべきである。 

 

まとめ 

n 学習指導要領の改定は理科教育全体に大きな影響

を及ぼす。2008年告示の学習指導要領の改訂によ

り、高校理科の内容の偏重は解消され、実験実習

は増加し、TIMSSの評価問題の正答率も上昇し

た。この改訂による理科教育の改善は、高く評価

できる。 

n 考察を伴う実験実習は「主体的・対話的で深い学

び」を遂行するのに避けられないが、その実施は

まだ不十分である。筆者は、実験実習を充実する

ために①高度な実験は中学から高校へと移行し高校

での実験実習探究量を増加させる、②中学でも物理・

化学・生物・地学の分野ごとの専門教員による指導を

認める、③中学高校に専門性の高い理科支援員を配

置する、ということを提案したい。 
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減少することが関わっているのではないか。要するに実

験をしないことにより現実感が無くなっていく事に関係

するようにも思われる。また、伝統的に日本社会では

「ものつくり技術者」の地位が低く報酬も低い。そのた

め、「理科を使うことが含まれる職業につきたい」と希

望する生徒が少ないのではないか。また、いわゆる理系

は、学生時代から時間的拘束が高く上下関係も厳しいと

言われている。一方でいわゆる文系は、時間的拘束が少

なくアルバイトをする時間やサークル活動をする時間が
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図１ 初等教育系学生の理系・文系認識度。縦軸は初等教育系学生全体に対する割合(％)、横軸は高校卒業年。

７−８割の学生が自らを文系であると認識している。2009 年度は調査人数が１１名、201０年は９名と少数なので比較する場合には注意する必

要がる。

図２ 初等教育系学生の高校理科科目の履修履歴。縦軸は初等教育系学生全体に対する割合(％)、横軸は高校卒業年。

2016 年までは旧教育課程の理科総合A、B（必ずしも物理・化学・生物・地学の４分野を教えることにはならない）が残っているが、2016 年度以

降の教育課程では物理・化学・生物・地学・科学と人間から３種類が必修になったので、広く理科科目を学ぶ高校生が増加したのがわかる。特

に災害教育を取り扱う地学の履修者が増加した。

 

図３ 初等教育系学生の高校理科評価問題の科目別正答率。縦軸は初等教育系学生全体に対する正答の割合(％)、横軸は高校卒業年。

学習指導要領改訂後は、評価問題の正答率も増加している。評価問題は高校の基礎知識を問うものではあるが、単純な暗記問題ではなく生

活に根ざして考えて解かなければならない問題が多い。調査をしたそれぞれの大学の受験生が減少傾向で偏差値が下がっていることを考

慮すると、学習指導要領の改定により理科教科の高校教育の教育成果は上がって来たと思われる。
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図４ 初等教育系学生の小学校(小)・中学校（中）・高校時代（高）の実験実習履歴。 

棒グラフは教員養成系学生が小中高で１年間に数回以上頻繁に実験していたと答えた場合の回答者全員に対する割合を％で表したもので

ある。折れ線グラフはその内訳で、中・高に限定したものである。実験実習が年数回（頻繁）か、年１回程度か、全くなかったかの３種類の内訳

である。このことから、実験実習は小中で多く取り入れられているが、理科教科の専門性が向上する高校では、半数以上の生徒が経験してい

ないと回答している。実験実習は高度な考察力を育むものであり、現在の高校理科教育の課題であろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 初等教育系学生の高校での実験実習履歴の内容について。 

棒グラフは実験実習に伴う作業経験（回答者に対する割合、％）の小中高の平均を表し、ワークシートの作成（主として知識を確認するもの）、

考察（レポートを作成し自ら考察するもの）、発表（発表まで行うもの）、なし（実験実習がなかったか、やりっ放しだったか）に分類した結果であ

る。折れ線グラフは実験内容の科目内訳である。６−８割の生徒が高校で実験実習を行わないか、考察する作業を行っていないことがわかる。

しかし、学習指導要領の改訂後全体としてなしは減少し、科目別の実験実習も増加していることが読み取れる。 
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図６ 理工系学生の理系・文系認識度。   図７ 理工系学生の高校理科科目の履修履歴。 

詳細は図１と同じ     詳細は図２と同じ。圧倒的に物理・化学・生物が多い。 
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図  版 （本文と切り離して掲示）

初等教育系学生の調査結果

図１ 初等教育系学生の理系・文系認識度。縦軸は初等教育系学生全体に対する割合(％)、横軸は高校卒業年。

７−８割の学生が自らを文系であると認識している。2009 年度は調査人数が１１名、201０年は９名と少数なので比較する場合には注意する必

要がる。

図２ 初等教育系学生の高校理科科目の履修履歴。縦軸は初等教育系学生全体に対する割合(％)、横軸は高校卒業年。

2016 年までは旧教育課程の理科総合A、B（必ずしも物理・化学・生物・地学の４分野を教えることにはならない）が残っているが、2016 年度以

降の教育課程では物理・化学・生物・地学・科学と人間から３種類が必修になったので、広く理科科目を学ぶ高校生が増加したのがわかる。特

に災害教育を取り扱う地学の履修者が増加した。

 

図３ 初等教育系学生の高校理科評価問題の科目別正答率。縦軸は初等教育系学生全体に対する正答の割合(％)、横軸は高校卒業年。

学習指導要領改訂後は、評価問題の正答率も増加している。評価問題は高校の基礎知識を問うものではあるが、単純な暗記問題ではなく生

活に根ざして考えて解かなければならない問題が多い。調査をしたそれぞれの大学の受験生が減少傾向で偏差値が下がっていることを考

慮すると、学習指導要領の改定により理科教科の高校教育の教育成果は上がって来たと思われる。
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図４ 初等教育系学生の小学校(小)・中学校（中）・高校時代（高）の実験実習履歴。 

棒グラフは教員養成系学生が小中高で１年間に数回以上頻繁に実験していたと答えた場合の回答者全員に対する割合を％で表したもので

ある。折れ線グラフはその内訳で、中・高に限定したものである。実験実習が年数回（頻繁）か、年１回程度か、全くなかったかの３種類の内訳

である。このことから、実験実習は小中で多く取り入れられているが、理科教科の専門性が向上する高校では、半数以上の生徒が経験してい

ないと回答している。実験実習は高度な考察力を育むものであり、現在の高校理科教育の課題であろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 初等教育系学生の高校での実験実習履歴の内容について。 

棒グラフは実験実習に伴う作業経験（回答者に対する割合、％）の小中高の平均を表し、ワークシートの作成（主として知識を確認するもの）、

考察（レポートを作成し自ら考察するもの）、発表（発表まで行うもの）、なし（実験実習がなかったか、やりっ放しだったか）に分類した結果であ

る。折れ線グラフは実験内容の科目内訳である。６−８割の生徒が高校で実験実習を行わないか、考察する作業を行っていないことがわかる。

しかし、学習指導要領の改訂後全体としてなしは減少し、科目別の実験実習も増加していることが読み取れる。 

 

理工系学生の調査結果(比較対象のため) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 理工系学生の理系・文系認識度。   図７ 理工系学生の高校理科科目の履修履歴。 

詳細は図１と同じ     詳細は図２と同じ。圧倒的に物理・化学・生物が多い。 
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学習指導要領の改変による学習履歴および理科教科内容の理解の変化
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はじめに ―「評価」を巡る問題の所在― 

（1）「評価」にさらされている現代社会 

現在日本社会ではあらゆる分野、あらゆる世代で「評

価」が席巻しているといえる。グローバル社会の進展で

新自由主義が拡大し PDCA サイクルによる目標管理や、

国際競争が激しくなったことがその要因にあることは言

を俟たない。 

経済や企業はもとより、教育の分野においては、小中

学校に全国学力調査（全国学テ）が導入され、都道府県

市区町村の各学校に至るまで、競争と評価にさらされて

いる。高等学校（以下高校）は少子化で「全入」の状況

が生まれ定員割れの学校が増えている一方、難関校の受

験競争は激化している。それは年度末になると、週刊誌

などのメディアが一斉に大学進学実績ランキングを公表

し、煽る役割を果たしていることが拍車をかけている。

そして大学は国際競争にさらされ日本の高等教育力の低

下が懸念されている。公教育として国民の期待に応える

責務はあるが、そもそも「評価」は誰のためにあるのか、

その根本が問い直されなくてはならない。 

 

（2）戦後の「評価」研究 

戦後の日本において、「評価」に関する先駆的研究を 

行った続有恒iは、「イバリュエーション」と「バリュエー

ション」を区別し、民間企業の業務活動からアプローチ

し、評価は活動でありフィードバック情報であると述べ

ている。そしてその情報は自分自身が提供するものであ

り、自分自身の業績をチェックし、行動を目標に対して

調整していく、その活動以外のところには評価はない、

と断じている。この評価に対する視座は、企業の業務な

らず「教育評価」に当てはまることを続は喝破している。

前に指摘した日本社会の現状を見るに、50 年以上経って

も、警句としての光を放っているといえよう。 

  

（3）「教育評価」の定義 

以上のように一般社会でも使われる「評価」という語

は、学校教育で行われる評価を「教育評価」という語に

規定すると、その定義は何とするのが妥当であろうか。 

中内敏夫iiは「教育評価は、子どもや親のねぶみをする

ことではなく、『教育』のありようについて第一責任のあ

る、学校や教師の教育力や行政の政策能力をねぶみする

ことなのである」と述べている。教育評価は、教師が一

方的に児童生徒に数値で評価をくだすものではなく、学

校や教師の教育活動、教育行政の責任に対し「ねぶみ」

することを明確にしている。続は評価について既に「値

ぶみ」という語を用いているがiii、教育評価を語る際には、

誰が何を対象に何のために「ねぶみ」するのかが本質で

あることを指摘したのは重要である。 

梶田叡一ivは、学校教育における教育評価の中核の主

要なポイントとして次の 4 点を挙げている。 

①子どもが現実にどのような発達の姿を示し，どのよう

な能力や特性を持っているか，を見てとり，指導の前

提としての 1人ひとりの個性的あり方を見てとること 

②子どもの示す態度や発言，行動について，どの点はそ 

のまま伸ばしてやればよいか，どの点は特に指導して

矯正すべきであるか，を判断し，指導のストラテジ(方

略)を立てる土台とすること 

③教育活動の中で子どもがどのように変容しつつあるか，

を見てとり，1 人ひとりに対する次の課題提示や指導

のあり方を考える土台とすること 

④教育活動自体がどの程度に成功であったかを，子ども

図８ 理工系学生の高校理科評価問題の科目別正答率。詳しくは図3 と同じ。

図９ 理工系学生の小学校(小)・中学校（中）・高校時代（高）の実験実習履歴。詳しくは図４と同じ。

図10 理工系学生の高校での実験実習履歴の内容について。詳しくは図５と同じ。
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